
令和 3 年 2 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

～計 画 期 間 ：

処理区域内人口密度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む。）、広域化・共
同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務
の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なも
のを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

108.2人/ha（令和元年）

該当なし

有

処 理 区 数
3処理区（多摩川流域野川処理区、多摩川流域北多摩一号処理区、荒川右岸東京流域荒川
右岸処理区）

広域化・共同化・最
適 化 実 施 状 況 *1

平成30年1月に近隣７市により公営企業会計システムを共同で調達・運用するための「公
営企業会計システム共同運用協議会」を設置し、令和元年10月から会計システムの共同
運用を開始しました。これによりスケールメリットによる導入総コスト削減と公営企業
会計導入に係る様々な課題等の情報共有を行っています。

資料２

法適（全部適用・一部
適 用 ） 非 適 の 区 分

法適（一部適用）

小金井市下水道事業経営戦略（案）

昭和48年度
（供用開始後、48年）

小金井市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（供用開始後年数）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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② 使　用　料

1,050 円 1,639 円

1,050 円 1,644 円

1,190 円 1,629 円

③ 組　織

その他の使用料体系
の 概 要 ・ 考 え 方

【井戸汚水】
1世帯当たり700円

【浴場汚水】
13円／㎥

条例上の使用料*2
（２０㎥あたり）
※過去３年度分を記載

平成29年度

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ 当 た り ）
※過去３年度分を記載

平成29年度

職 員 数 　11人（損益勘定所属職員7人、資本勘定所属職員4人）

事 業 運 営 組 織

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥当たりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含
  む。）をいう。
注1　令和元年度は、地方公営企業法を適用する前年度のため、有収水量12か月分に対し料金収入が11か月分となっている。

平成30年度 平成30年度

令和元年度
令和元年度
注1

一般家庭用使用料体
系の概要・考え方

　本市下水道事業では、令和元年4月に下水道使用料区分の見直しを行い、東京都区部下
水道の料金体系を同一としました。以下に示すように基本使用料制度と従量使用料制度
を併せた使用料体系を採用しています。
【一般汚水】
基本料金：8㎥以下の量　  　　　 350円／月
超過料金：9㎥から20㎥の量　　　 70円／㎥
　　　　　21㎥から30㎥の量　 　 105円／㎥
　　　　　31㎥から50㎥の量　 　 120円／㎥
          51㎥から100㎥の量　　 135円／㎥
          101㎥から200㎥の量  　170円／㎥
          201㎥から500㎥の量  　210円／㎥
          501㎥から1000㎥の量 　250円／㎥
          1001㎥以上の量     　 290円／㎥

業務用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし。

環
境
部

下水道課

業務設備係

工務維持係
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（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経
営比較分析表）を添付すること。

　平成30年度の経営比較分析表を別紙-1に示しています。
・下水道事業の収益性を示す①収益的収支比率と⑤経費回収率は、100％以上であることから、汚水処理費のう
ち私費負担部分は全て下水道使用料で賄われおり、現状は健全な経営といえます。しかし、将来的に人口減少
及び節水機器の普及に伴い、下水道使用料収入の減少が見込まれてることから、今後の推移に注視し、必要な
対策の検討並びに事業の効率性向上の推進が必要であると考えます。
・債務残高の規模を示す④企業債残高対事業規模比率は減少しつつ、類似団体平均を大きく下回っています。
この要因は、昭和40～50年代に集中整備した時期の借入分の償還が完了し、平成22年度から借り入れを抑制し
ていることが要因と考えます。
・有収汚水量1㎥当たりの汚水処理の費用を示す⑥汚水処理原価は類似団体平均の1/2程度となっていますが、
今後の推移に注視し、投資の効率化、維持管理費用の縮減等の取組が必要であると考えます。

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる

取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純

な売却は除く。）。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

該当なし

民 間 活 用 の 状 況
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

　
　処理区内人口の予測に当たっては「国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口」（平成30（2018）
年推計）を基に、行政区域内人口×普及率×人口増減率として推計を行いました。令和3年度から令和12年度ま
で人口が微増傾向ではあるものの、長期的な視点から見ると将来的に減少していくと見込まれています。

有収水量の予測

　
　過去5年間を通じて水洗化人口は約4千人増加したものの、使用者の節水意識の向上等により年間有収水量は
横ばい傾向となっています。今後、処理区域内の人口減少、節水機器の普及等により、年間有収水量が減少す
ると見込まれます。
　なお、年間有収水量の予測に際しては、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口の人口推移を勘案し
て算出しました。
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（３）使用料収入の見通し

（４）

　
　本市下水道事業は昭和62年に普及率100％を達成し、その後維持管理の時代へと推移している状況となってお
り、今後は下水道の整備による使用料収入の増加を見込むことは望めません。令和3年度から令和12年度まで処
理区域内人口は微増傾向ではあるものの、節水機器の普及等を考慮して年間有収水量は横ばい傾向と考えられ
ます。したがって、使用料収入も横ばい傾向になるものと考えられます。

※令和元年度の料金収入は地方公営企業法適用の前年度のため、11か月分となっている。

施設の見通し

　
　本市では昭和44年度に公共下水道整備計画に着手し、昭和62年度に普及率100%を達成しました。この間、昭
和44年度から昭和56年度にかけて急速に管きょ整備を推進しており、全体の約85％が整備されています。この
経緯を受けて、令和3年度以降に管きょの法定耐用年数（50年）を超え始め、施設の更新ピークを迎えるものと
予測されています。
　したがって今後は、老朽化施設の対策費用により将来的に経営が圧迫されることが懸念されます。将来にわ
たる下水道事業の経営の安定化を継続するために、事業費の平準化を図り、計画的かつ効率的な維持修繕・改
築更新に取り組む必要があります。
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙－２、別　紙－３　の　と　お　り

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

　投資計画では、建設に係る職員給与、管きょ建設費、流域下水道建設負担金、企業債償還金を計画する必要
があります。
  この主な内訳は以下に示す通り、年間約4～4.5億円を計画します。
　① 資本勘定職員は、令和3年度から令和12年度まで4人を計画し、平均職員給与費（直近予算額÷職員数）×
職員数により算出します。算出の結果、年間約0.33億円を計画します。
　② 管きょ建設費は、令和3年度から令和12年度まで年間約2.3億円を計画します。
　　・地震対策に係わる計画に基づき、マンホールトイレの新設及び既存下水道施設の耐震化工事の整備予定
額を計上
　　・ストックマネジメント計画の改築計画に基づき、管きょ施設の更新に要する経費を計上
　③ 流域下水道建設負担金は令和3年度から令和12年度まで、過去の実績に基づき、年間約0.9～1.1億円を計
画します。
　④ 企業債償還金は、令和3年度から令和12年度まで、年間約0.8～1.1億円を計画します。
　　・既借入分：起債償還計画を基に年次別償還予定額を計上
    ・新借入分：投資計画に基づき算定した額を計上

　下水道事業を長期的な視点で見ると、人口減少、節水型機器の導入等による使用料収入の減少が見込まれる
ことに加えて、耐用年数を迎える下水道施設の増加に伴う維持管理費用の増大化及び施設の改築更新において
多額の費用が生じることが見込まれます。このような環境下においても、住民生活に必要不可欠である下水道
事業については、将来にわたって安定したサービス提供していくことが求められています。
　本市下水道事業では、経営状況及び資産の状況を的確に把握するため令和2年度から地方公営企業法の財務規
定を適用しました。市民が安心して快適な生活を営めるよう、良好な生活環境の維持及び公共用水域の水質保
全のため、基本理念である「未来に繋げる水のみち（守ります みんなを守った 下水道）」を踏まえ、以下に
示す3つの基本方針に基づき、より一層の経営の健全化に努めます。

【基本方針】
① より安全で快適なまち及び良好な環境づくりへの貢献
   下水道の持つ機能・役割を最大限に生かして、既存施設の効率的・効果的な改善に取り組みにより、より安
全で快適なまち及び良好な環境づくりに貢献します。
② 安全で快適なまち及び良好な環境の維持管理
　 最小限の投資で既存施設の延命化を図り、計画的・効率的な改築更新の実施により、安全で快適なまち及び
良好な環境の維持管理に努めます。
③ 安定した下水道経営の実現
 　長期的な視点を持って、効率化事業運営を行うため、計画的な施設の管理、支出の削減、事業費の平準化、
適正な使用料水準の設定等により安定した下水道経営を実現していきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果及びそれに基づき、以下の通り長期目
標を定めます。

・既存施設の効率的・効果的な改善
　　既存施設の耐震化、合流式下水道の改善を継続実施
・改善・更新事業の最小化・平準化
　　ストックマネジメント計画の運用により、計画的かつ効率的に維持管理・改築事業
を実施

組織の見通し

　本市では職員の不足及び技術の継承が課題であり、異動又は退職した職員枠に対する要員補充は、他部課か
らの職員の異動又は新規採用職員での補充により、現行の人数を維持することを想定しています。したがっ
て、職員の顔ぶれが変わってもノウハウの継承が行えるよう業務の見える化、共有、研修の充実等を図ってい
く必要があると考えています。

目 標
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②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　投資以外の経費については、令和3年度から令和12年度までに、年間約18～21億円（次の①～③）を試算し、
この内訳は、次に示す内容となります。
　① 損益勘定職員は、7人を計画し、平均職員給与費（直近予算額÷職員数）×職員数により算出します。令
和3年度から令和12年度までに、年間約0.59億円を計画します。
　② 修繕費などの経費は、老朽化した施設の補修費の増加を見込み、令和3年度から令和12年度までに、年間
約12億円を計画します。
　③ 減価償却費は、令和3年度から令和12年度までに、年間約4.2～8億円を計画します。
    ・現有分：固定資産台帳データを基に算出
　　・新規分：将来の建設費を基に算出（管きょ50年、流域下水道建設負担金45年）
　④ 企業債の償還に対する支払利息は、令和3年度から令和12年度までに、年間約0.13～0.23億円を計画しま
す。
    ・既借入分：起債償還計画を基に年次別支払利息予定額を採用
    ・新規借入分：将来の建設費に基づき算出（利率0.4％の元利均等、30年償還）
  ⑤ その他は、令和3年度から令和12年度までに、 年間約0.43～0.5億円を計画します。
　  ・消費税等納付額：過去の実績を踏まえて算出
　　・控除対象外消費税：将来の建設費に基づき算出
　⑥ 資本的支出へ充当する補填財源は、年間約2.4～2.7億円を計画します。

　上記に対する財源は、料金収入、他会計負担金（雨水処理負担金）、他会計補助金及び長期前受金戻入を見
込むものとします。
  令和3年度から令和12年度まで年間約18.4～21億円と試算しています。内訳は以下に示す内容の通りです。
　① 料金収入は、有収水量×使用料単価により算出します。令和3年度から令和12年度まで、年間約11億円を
計画します。
　② 他会計負担金（雨水処理負担金など）は、総務省の繰出基準に基づき、雨水処理に要する維持管理費及び
資本費に対する一般会計繰入額を算定し、令和3年度から令和12年度まで、年間約5～5.4億円を計画します。
　③ 他会計補助金は、総務省の繰出基準に基づき、高度処理に要する経費等に対する一般会計繰入額を算定
し、令和3年度から令和12年度まで、年間約0.24億円を計画します。
　④ 長期前受金戻入は、令和3年度から令和12年度まで、年間約2.3～4.5億円を計画します。
    ・現有分：固定資産台帳データを基に算出
　  ・新規分：将来の建設費を基に算出（管きょ50年、流域下水道建設負担金45年）

　前節の①の投資に対する主な財源は、企業債、他会計負担金、国庫・都補助金を見込むものとします。
  資本的収支の不足分は、純利益及び現金支出を要しない減価償却費（損益勘定留保資金）で補填します。
　令和3年度から令和12年度までに示す財源及び金額は、次の内訳の財源を確保する必要があります。
　① 企業債は、（建設改良費‐国庫・都補助金）×起債充当率（100％）により必要額を算定し、一部は補填
財源を利用して発行を抑制します。令和3年度から令和12年度まで、年間約1.5～1.7億円を計画します。
　② 他会計負担金は、総務省の繰出基準に基づき、臨時財政特例債の元金償還金に対する一般会計繰入額を算
定し、令和3年度から令和12年度まで、年間約0.02億円を計画します。
　③ 国庫・都補助金は、補助対象事業に係る建設改良費の10％を算出し、令和3年度から令和12年度まで年間
約0.21億円を計画します。
　④ 補填財源は、年間約2.4～2.7億円を計画します。

目 標

　収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果、試算結果に基づく長期目標とし
て、以下として定めます。
・単年度収支の均衡
・経費回収率を100％以上
・企業債残高の抑制
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

国、他団体等の取組動向を参考にしながら、下水道資産の有効活用に
ついての研究に取り組みます。

現段階では収支の均衡が取れていることから早急な使用料の見直しの
必要性がないと考えています。
今後、収支均衡を将来にわたり維持するために、公営企業会計の確実
な運用及び投資・財政計画の見直しを行いながら、収支ギャップの発
生が見込まれた場合は、小金井市公共下水道事業審議会と共に適切な
使用料の見直しを検討します。

使用料の見直しに関する事項

上記以外の取組については、現段階では行っていませんが、国及び他
団体の動向を踏まえ、必要に応じて研究に取り組みます。

国、他自治体等の取組動向を参考にしながら、民間活力を活用した持
続的な下水道経営について検討を行います。

ストックマネジメント計画の策定を行い、施設の劣化に基づく更新需
要の試算を行い、投資の平準化に努めます。

流域下水道及び近隣市（流域関連市町村）との連携を図りながら、将
来にわたって持続可能な下水道事業の執行体制を構築するための広域
化・共同化計画を策定します。
また、会計管理システムの共同導入を実施しており、今後も効率化が
期待されるものについて共同化等の検討を行います。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が
発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュール及び必要に応じて経費回
収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後
検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
上記以外の取組については、現段階では行っていませんが、国、他団
体等の動向を踏まえ、必要に応じて研究に取り組みます。
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③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年、投資・財政計画と実績との乖離及び原因について検証・評価を行いつ
つ、経営実態を鑑みて適宜見直しを行う予定とします。

職員給与費に関する事項
令和12年度までは、下水道整備を実施するため、現状の職員の人員を
確保する計画とします。

動力費に関する事項 スクリーン等の少額な維持管理費のため、特になし

修繕費に関する事項
ストックマネジメント計画の策定を行い、施設の老朽化に備えた予防
保全の計画を検討します。

委託費に関する事項
公営企業法適用後の健全経営を維持することを図り、経営及び会計に
対するアドバイスを受けられる外部委託の検討を行います。

その他の取組
上記以外の取組については、現段階では行っていませんが、国及び他
団体の動向を踏まえ、必要に応じて研究に取り組みます。

薬品費に関する事項 該当なし

　　　民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管
　理者制度、PPP/PFIなど）

より効果の高い民間活力の導入検討を行い、営業費用の縮減の可能性
を検討します。
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別紙-1　経営比較分析表（平成30年度決算）

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

　
　

　
　

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（平成30年度決算）
東京都　小金井市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

11.30 10,747.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Aa 非設置 121,443

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 100.00 99.89 1,134 121,629 11.33 10,735.13

　小金井市においては、昭和44年に公共下水道整備
計画に着手し昭和62年に普及率100％に達しまし
た。
　計画当初に布設した管きょは、布設後48年を経過
しコンクリート製管きょの平均寿命年数である50年
に達しようとしています。
　現在、小金井市の③管渠改善率は0％となってい
ますが、平成27年より老朽化対策に着手し、計画策
定並びに調査・設計をしているもので、今後幹線よ
り順に必要な改善を図っていきます。

2. 老朽化の状況

全体総括

　小金井市公共下水道事業は、昭和62年に普及率
100％を達成し、その後維持管理の時代へと推移し
ました。
　現在、当初敷設した管きょが供用開始後50年を迎
えようとしており、今後施設更新に係る維持管理費
の増大が十分見込まれます。他方、使用者の節水意
識の向上等収益的収入の減少、汚水処理原価の上
昇、使用料徴収に係る事務経費は公共下水道事業に
影響を与えています。
　今後は、事業の抜本的改革も視野に、長期的な財
政見通し、使用料・事務事業の定期的な分析、ス
トックの利活用、新たな収入確保への取り組みな
ど、安定的な経営を行えるよう努力する必要がある
ことを踏まえ、令和2年度地方公営企業法の着実な
適用及び経営戦略の策定推進を図っていきます。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　⑥汚水処理原価は60～70円程度で推移し、類似団
体平均の1/2程度、⑤経費回収率も120％を越え類似
団体の平均100％程度を大きく上回っており、汚水
処理に関する経営は安定していると考えられます。
　単年度の収支の状況を表す①収益的収支比率は
110～120％の範囲で推移しているものの、そのふり
幅は一定しておらず、結果が債務残高を示す④企業
債残高対事業規模比率に影響し、実際の起債現在額
は減少し類似団体平均を大きく下回っているにも拘
らず、変動幅が発生しています。
　以上のことから、表面上は健全な経営が継続して
いると見えますが、数字上の経営はアンバランスな
面が散見するものと分析できます。
　⑧水洗化率は若干ながら100％には届かず、使用
料の完全補足には足りていません。
　現状は健全的な経営に見えますが、今後の推移に
注視し、必要な対策の検討並びに事業の効率性向上
の推進が必要であると考えます。

2. 老朽化の状況について

1 2 3 4 5

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0.22 0.13 0.16 0.16 0.16

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

1 2 3 4 5

当該値 111.92 118.06 115.82 113.05 117.4

平均値

108.00

109.00

110.00

111.00

112.00

113.00

114.00

115.00

116.00

117.00

118.00

119.00

1 2 3 4 5

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1 2 3 4 5

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

①収益的収支比率(％)

1 2 3 4 5

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1 2 3 4 5

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1 2 3 4 5

当該値 54.57 45.26 70.92 65.91 67.46

平均値 665.11 642.57 599.93 573.73 514.27

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

1 2 3 4 5

当該値 120.52 128.64 127.04 122.28 129.47

平均値 85.64 94.3 95.76 100.74 100.34

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

1 2 3 4 5

当該値 66.37 63.48 64.24 67 63.5

平均値 133 120.18 119 112.75 113.49

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

1 2 3 4 5

当該値 0 0 0 0 0

平均値 64.81 64.81 64.66 64.65 62.96

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

1 2 3 4 5

当該値 99.98 99.98 99.98 99.98 99.98

平均値 96.76 96.89 97.08 97.4 96.96

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

101.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.78】

【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし
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　　様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙-2　法適用企業・収益的収支

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前年度

区　　　　　　分
決 算
見 込

１． (A) 1,608,046 1,618,360 1,620,628 1,611,798 1,622,827 1,615,869 1,609,969 1,616,440 1,602,326 1,589,018 1,589,915
(1) 1,087,328 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348 1,085,348
(2) (B)
(3) 520,718 533,012 535,280 526,450 537,479 530,521 524,621 531,092 516,978 503,670 504,567

２． 486,909 473,713 476,053 433,443 420,405 396,254 377,458 357,187 326,629 288,771 252,532
(1) 40,257 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063 24,063

22,407 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748 23,748
17,850 315 315 315 315 315 315 315 315 315 315

(2) 446,521 449,521 451,861 409,251 396,213 372,062 353,266 332,995 302,437 264,579 228,340
(3) 131 129 129 129 129 129 129 129 129 129 129

(C) 2,094,955 2,092,073 2,096,681 2,045,241 2,043,232 2,012,123 1,987,427 1,973,627 1,928,955 1,877,789 1,842,447
１． 1,914,343 1,998,410 2,004,069 1,943,800 1,952,821 1,914,752 1,884,157 1,876,827 1,818,041 1,753,568 1,719,123
(1) 51,735 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961 58,961

21,955 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656 25,656
0

29,780 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305 33,305
(2) 1,081,525 1,152,521 1,152,521 1,152,521 1,182,521 1,182,521 1,182,521 1,212,521 1,212,521 1,212,521 1,242,521

91 89 89 89 89 89 89 89 89 89 89
66,121 142,065 142,065 142,065 172,065 172,065 172,065 202,065 202,065 202,065 232,065
13,948 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529 20,529

1,001,365 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838 989,838
(3) 781,083 786,928 792,587 732,318 711,339 673,270 642,675 605,345 546,559 482,086 417,641

２． 52,098 66,074 67,740 67,778 69,103 63,804 64,758 63,749 62,732 61,710 60,675
(1) 25,459 22,990 21,286 19,924 18,749 17,750 16,704 15,695 14,678 13,656 12,621
(2) 26,639 43,084 46,454 47,854 50,354 46,054 48,054 48,054 48,054 48,054 48,054

(D) 1,966,441 2,064,484 2,071,809 2,011,578 2,021,924 1,978,556 1,948,915 1,940,576 1,880,773 1,815,278 1,779,798
(E) 128,514 27,589 24,872 33,663 21,308 33,567 38,512 33,051 48,182 62,511 62,649
(F) 0
(G) 6,376 0
(H) △ 6,376 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

122,138 27,589 24,872 33,663 21,308 33,567 38,512 33,051 48,182 62,511 62,649
(I) 298,078 325,667 350,539 384,202 405,510 439,077 477,589 510,640 558,822 621,333 680,609
(J) 840,867 1,019,943 1,178,049 1,325,774 1,440,007 1,568,255 1,675,046 1,749,920 1,807,574 1,847,711 1,872,554

127,306 130,149 131,680 131,680 131,680 131,680 131,680 131,680 131,680 131,680 131,680
(K) 331,027 376,143 371,355 373,302 376,978 382,582 391,977 396,102 401,331 403,957 409,290

87,729 85,692 80,904 82,851 86,527 92,131 101,526 105,651 110,880 113,506 118,839
0

235,562 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557 282,557
( I )

(A)-(B)

(L) 0

(M) 1,608,046 1,618,360 1,620,628 1,611,798 1,622,827 1,615,869 1,609,969 1,616,440 1,602,326 1,589,018 1,589,915

0

(N) 0

(O) 0

(P) 0

0

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

令和４年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



　　様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙-3　法適用企業・資本的収支

（単位：千円）
年　　　　　度 前年度

区　　　　　分
決 算
見 込

１． 144,000 151,200 158,900 172,650 149,000 160,000 160,000 160,000 160,000 160,000

0

２．

３．

４． 1,548 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711

５．

６． 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000

７．

８．

９．

(A) 1,548 145,711 173,911 181,611 195,361 171,711 182,711 182,711 182,711 182,711 182,711

(B)

(C) 1,548 145,711 173,911 181,611 195,361 171,711 182,711 182,711 182,711 182,711 182,711

１． 153,547 319,192 323,400 338,800 366,300 319,000 341,000 341,000 341,000 341,000 341,000

31,120 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928 32,928

２． 92,002 87,729 85,692 80,904 82,851 86,527 92,131 101,526 105,651 110,880 113,506

３．

４．

５．

(D) 245,549 406,921 409,092 419,704 449,151 405,527 433,131 442,526 446,651 451,880 454,506

(E) 244,001 261,210 235,181 238,093 253,790 233,816 250,420 259,815 263,940 269,169 271,795

１． 244,001 261,210 235,181 238,093 253,790 233,816 250,420 259,815 263,940 269,169 271,795

２．

３．

４．

(F) 244,001 261,210 235,181 238,093 253,790 233,816 250,420 259,815 263,940 269,169 271,795

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 1,072,301 1,128,573 1,194,081 1,272,077 1,361,875 1,424,348 1,492,218 1,550,691 1,605,041 1,654,160 1,700,655

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度

区　　　　　分
決 算
見 込

542,512 556,327 558,595 549,765 560,794 553,836 547,936 554,407 540,293 526,985 527,882

542,512 556,327 558,595 549,765 560,794 553,836 547,936 554,407 540,293 526,985 527,882

1,548 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711

1,548 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711 1,711

544,060 558,038 560,306 551,476 562,505 555,547 549,647 556,118 542,004 528,696 529,593

令和１２年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計

そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１１年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和４年度本年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙-4　法非適用企業・資本・収益的収支

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 1,362,450 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） (B) 1,332,121 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 977,441

イ (C)

ウ 354,680

（２） 30,329 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 30,208

イ 121

２ (D) 1,003,691 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 958,181 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 71,235

イ 886,946

（２） 45,510 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 45,510

28,264

イ

３ (E) 358,759 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 211,344 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２） 23,317

（３）

（４）

（５） 12,075

（６）

（７） 175,952

２ (G) 212,307 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 115,107

3,545

（２） (H) 97,200

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 963 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(J) 357,796 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K) 20

(L) 79,627

(M)

(N) 437,403 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 437,403

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 1,332,121 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

　
　

384,623 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

384,623

23,317 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

23,317

407,940 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 124

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計


